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研究成果の概要（和文）：　本研究は、退職養護教諭を活用した新規採用養護教諭研修の現状を把握することで、課題
を明らかにし、改善に向けた提言を行うものである。4年間の研究期間では、以下の点が明らかになった。１．教育委
員会が実施する新規採用研修は都道府県によって実施に差があった。２．新規採用養護教諭の9割は研修指導員から実
践的な指導を受けて満足しているが、1割はやや不満が残る内容だった。３．研修指導者は指導方法に不安を感じてお
り、研修を希望する指導員が半数以上いた。
　以上の結果を受けて、研究者らは研修指導者が活用できるプログラムを作成した。今後はプログラムをさらに使いや
すいものに改善していく必要がある。

研究成果の概要（英文）：　　This study is intended to grasp the current situations of the job training 
for new yogo teachers by the retired, make clear the problems of it and offer the opinions to improve it. 
The following has been revealed through our four years' study. 1. There were some differences among the 
job trainings held by prefectural boards of education. 2. 90 percent of the new yogo teachers were 
satisfied with the job training, whereas 10 percent had some complaints about it. 3 The guidance 
teachers, who were retired, were not confident in thier methods of teaching.More than half of them hoped 
to be trained in their teaching skills.
 With consideration of these facts, we have made a programme so that the guidance teachers can use. In 
the future it will be necessary to improve the programme in order to be more practical.

研究分野： 健康科学
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１．研究開始当初の背景 
児童生徒の健康問題が多様化・深刻化する中、
学校では医学・看護学等の専門知識を有する
養護教諭への期待が高まっている。中でも、
養護教諭の力量向上につながる現職研修の
充実は重要な課題でもあり、平成 20 年 1 月
の中央教育審議会答申でも、経験豊富な退職
養護教諭を新規採用研修の指導者として活
用することが述べられている。しかし、退職
養護教諭が行う指導内容や指導方法などに
ついては、詳細なプログラムや運用上の規定
が定まっていないことから、退職養護教諭自
身の意欲や力量に依存している状況である。
加えて、養護教諭の複数配置の増加や現職養
護教諭の定年退職による交代によって、新規
採用養護教諭が増えているとの実態もある。
新規採用養護教諭研修のうち、退職養護教諭
が研修指導員となって新規採用養護教諭の
勤務校に出向いて行う校内(専門)研修（以下、
専門研修）の課題を捉えることは、現行の制
度を有効かつ円滑に力量向上につながる研
修を運営するうえで重要である。新規採用養
護教諭研修を行うための環境整備を行うた
めにも課題を明らかにし改善策の提言をす
る必要がある。 
 
２．研究の目的 
退職養護教諭を活用した新規採用養護教諭

研修やスクールヘルスリーダー事業において
効果的に実施できるような新規採用養護教諭
研修等のプログラム開発を目指して、現在行
われている新規採用養護教諭研修の課題を明
らかにするとともに、課題を改善しうる方策
を見いだし社会に提言することである。具体
的には以下のとおりである。 
（１）新規採用養護教諭研修の専門研修の実
態を研修企画担当者から課題を捉える。 
（２）受講者である新規採用養護教諭から研
修の成果を捉える。 
（３）研修指導員が活用できる研修プログラ
ムの試案を検討・作成する。 
 
３．研究の方法 
本研究は主として 2件の事前調査を実施し

たうえで研修プログラムを作成した。具体的
には以下のとおりにすすめた。 
（１）研修企画担当者から課題を捉える 
平成 24 年 2 月～3 月、47 都道府県及び 19

政令指定都市の合計 66 の教育委員会研修企
画担当者に対して、専門研修の実施状況と実
施上の課題を把握する目的で質問紙郵送調
査を実施した。調査内容は、①平成 23 年度
の専門研修を受講した新規採用養護教諭（以
下、新採者）と退職養護教諭の指導員（以下、
指導員）の人数、②専門研修の実施日数と時
間、③研修後、指導員に対する他者評価と自
己評価の実施状況、④研修運営担当者が指導
を希望する内容、⑤研修運営担当者が専門研
修を運営する上で感じる課題、である。 
調査依頼に対して、36 件が回収され、回収

率は 54.5％だった。そのうち有効回答は 35
件、有効回答率は 97.2％であった。  
（２）新採者から成果と課題を捉える 

新規採用直後および新規採用者研修 1 年経
過後の執務の実態と養護教諭としての志向・成
長の度合いを把握するために、平成 24 年 6 月お
よび平成 25 年 2 月に新採者 41 名に対し、質問
紙郵送調査を実施した。調査内容は①採用直後
の執務に対する自己評価、②新採者自身の職
業意識、③執務上の目標、④児童生徒の抱える
健康課題等である。 
（３）研修プログラム案の作成 
平成24年4月にS県の新規採用養護教諭研

修の指導員 10 名の協力を得て、研修プログラ
ムの検討を行った。具体的な作業は次の通り
である。①研究者等が作成した試案を指導員
に検討してもらい加筆修正をした、②プログ
ラムを使って実際の研修を行う、③1 年間の
研修終了時に評価をする、④評価を受けてプ
ログラムを改善する。 
（４）分析方法 
以上の調査結果の解析は、項目ごとに回答

の分布を確認するとともに、割合の比較はχ2
検定、新採者と指導員の評価方法の違い、研
修前後の自己評価得点については対応のある
ｔ検定を行った。 
（５）倫理的配慮 
調査及びプログラムの実施にあたっては、

対象者および所属校の校長に対し以下のよう
な配慮事項を伝え承諾を得た。①依頼状及び
調査票において回答者個人や所属の教育委員
会を特定しないこと、②回答は自由意志に基
づくものであり、回答による不利益は生じな
いこと、③データ等の取扱には格別の配慮を
すること等である。これらの依頼に対して研
究者に返送された調査票を、同意が得られた
ものとして取り扱うことにした。 
 

４．研究成果 
（１）研修の企画・運営上の課題 
①回答者の属性 
回答した研修企画担当者の年齢構成は 40

歳代が最も多く 21 名(60.0％)、次いで 50 歳
代 12 名(34.3％)、30 歳代 2名(5.7％)であっ
た。教員経験を含む勤続年数は 24.1±5.5 年
で、教育委員会に赴任後の勤務年数は 6.6±
8.9 年だった。所属する教育委員会の内訳は、
記載のあった 33 名中、都道府県の教育委員
会が 26 名（78.8％）、政令指定都市教育委員
会が 7名（21.2％）であった。 
②専門研修の実施状況 
平成 23 年度の新規採用者研修の中で専門

研修を実施していた教育委員会は 29 件あっ
た。そのうち、新採者は 15.0±13.0 名、指
導員は 10.4±12.1 名であった。指導員一人
あたり 1.5±1.6 名を担当していた。一方、
専門研修の実施日数は、13.8±5.3 日で、最
小－最大は 5－28 日であった。一日あたりの



研修時間は 4.1±1.0 時間で、範囲は 3－8日
であった。専門研修に要した総時間数は 56.8
±22.1 時間、範囲は 18－112 時間と自治体に
よって実施時間に大きな差があった。 
③評価方法のあり方 
 新採者と指導員に対して、それぞれ専門研
修後にどのくらい他者評価と自己評価を行
ったか確認した。新採者に対する評価は「他
者評価と自己評価の両方行っている」が 18
件（56.7％）で最も多く、次いで「両方して
いない」の 8件（20.0％）だった。一方、指
導員に対しては、「他者評価と自己評価の両
方行っている」は 6件（26.7％）のみで、「両
方していない」と回答した教育委員会が全体
の 60％を占めていた。また、両者への評価方
法の違いを確認するために、３点から０点で
評価の違いを確認したところ、新採者は 2.0
±1.3 点に対し、指導員は 0.9±1.3 点で新採
者の方が高く、有意差があった（t=-4.75、
p<0.001)。このことから、受講生である新採
者には丁寧な評価をしているものの、指導員
には評価をしてこなかったことが確認でき
た。 
④研修担当者が望む指導内容と運営上の課
題 
 研修企画担当者が希望する指導内容は、
「救急処置及び救急体制の整備」が最も多く
17 名（56.7％）あった。次いで「学校内にお
ける組織の活用」14 名（46.7％）、「健康診断
の実施と結果の活用」12 名（40.0％）、「保健
室の配置と運営」と「勤務校における児童生
徒の健康実態の把握」が各々11 名（36.7％）
だった。新採者の勤務校で研修するという特
色を最大限に生かせるような内容を希望し
ていた。専門研修を行う上での課題は「指導
員の確保が難しい」が最も多く27名（90.0％）
が指摘していた。次いで「指導員に対するサ
ポートが十分でない」が 15 名（50.0％）、専
門研修の成果を客観的に評価することが難
しい」13 名（43.3％）だった。 
以上の結果から指導員の確保につながる

環境整備の必要性が示唆された。 
 
（２）研修受講者側から捉えた課題 

A 県立学校新規採用養護教諭 41 名を対象
に、採用直後の執務に対する自己評価を尋ねる
質問紙調査を行ったところ以下の結果が得られ
た。 
①新採者 22 名（53.7％）から回答を得た。 
②新採者のうち 13 名に講師経験があった（表
１）。所有免許別でみたところ、講師経験のある
新採者の 84.6％が２種免許状取得者で短期大
学出身者によって占められていた。 
 
表１．講師経験の有無と所有免許状との関係 
 １種免許 ２種免許  合 計 
講師経験有 2(15.4) 11(84.6) 13(100.0) 
講師経験無 9(100.0) 0( 0.0) 9(100.0) 
 

③新採者の自己評価 
講師経験のある新採者は執務上の自己評価

が高く、講師経験無（n=9）が 10 点満点中 3.68 点
に対し、１～５年未満（n=5）の者は 4.69、５年以
上の経験を経た後に採用された者（n=8）は 5.67
と高い自己評価をしていた。正式採用直後であ
って講師経験の有無によって執務に対する意識
に差があった。これらを執務内容別に経験年数
に応じて集計したところ、講師経験の有無、さら
には経験年数によって自己評価得点の平均値
に違いがみられた。講師経験のない新採者にと
っては「保健学習」「校務分掌に関わる業務」「特
別支援教育」「健康教育のコーディネート」の４項
目は、自己評価得点が 10 点満点中 3.0 未満と
低かった。一方で、３年間の講師をすることによ
って「校務分掌に関わる業務」は 4.08 まで上昇し、
「健康教育のコーディネート」も3.25まで上昇した。
しかし、「保健学習」や「特別支援教育」について
は、３年間の講師経験でも 3.0 以上にはならず、
勤務校における執務状況によって必ずしも経験
できるとは限らない項目は自己評価得点の上昇
にはつながらなかった。 
④新採者の抱える困難点 

「養護教諭として解決すべき執務上の課題」を
自由記述として回答を求めたところ、保健室経営
計画立案、救急処置能力の不足、健康相談に
対する対応、課題解決に向けたコーディネート
力、教職員と連携して課題解決を図る力、保健
指導をする指導力、養護教諭としての基礎的知
識の不足、自校の健康課題を捉える力の不足等
が課題として挙げられていた。その他にも、研修
を行う上で提出書類多さや指導員とのコミュニケ
ーション不足などを指摘する者もあった。 
⑤指導員が力を入れて指導した内容 
 指導員が特に力を入れて指導した内容は表
２に示した。新採者のニーズに応じて「救急処
置」「保健指導」「保健室経営」が多かった。 

表２．指導員が力を入れて指導した内容 
      指導内容 件（％） 
救急処置及び救急体制の整備 ５(35.7%) 
児童生徒への個別的な保健指導 ５(35.7%) 
保健室の配置と運営 ５(35.7%) 
健康診断の実施と結果の活用 ４(28.6%) 
学校保健委員会の進め方 ４(28.6%) 
集団的な保健指導 ３(21.4%) 
保健学習  ３(21.4%) 
学校内における組織の活用 ３(21.4%) 
感染症の予防措置 ３(21.4%) 
養護教諭の行う健康相談の進め方 ３(21.4%) 

 
⑥新採者が希望する内容 
  新採者が希望する内容を表３に示した。最

も多いのは「救急処置」に関する内容で、次
いで「健康相談」だった。新採者の抱える困



難点と相応する内容であった。 
 表３．新採者が希望する内容 

指導内容 件（％） 
救急処置及び救急体制の整備 ６(42.9%) 
養護教諭の行う健康相談の進め方 ６(42.9%) 
児童生徒への個別的な保健指導 ５(35.7%) 
健康診断の実施と結果の活用 ４(28.6%) 
学校内における組織の活用 ４(28.6%) 
集団的な保健指導 ３(21.4%) 
学校保健委員会の進め方 ３(21.4%) 
保健学習 ２(14.3%) 
感染症の予防措置 ２(14.3%) 
保健室の配置と運営 ２(14.3%) 

 
⑦１年間の研修後の自己評価 

研修後に執務上の課題を自己評価した。自己
評価の内容は多岐にわたっており、特に「保健
室での対応」や「教職員・保護者との連携・関係
作りに関すること」「自身の知識不足・力量に関
すること」「執務全般・勤務状況に関すること」に
ついては記述数が多かった。 
⑧実態調査からの提言 

以上の結果から、専門研修における新採者の
満足度は高く、新採者のニーズと指導員の指導
内容は一致していることが確認できた。しかしな
がら、現行では指導員個人の指導力に依存して
いる部分も多いことから、指導員を確保するため
にも研修プログラムを作成することが求められる。 
 
（３）専門研修プログラムの作成 

そこで、指導員確保と研修内容の充実のため
に、効果的な研修内容を担保した研修プログラ
ムを作成した。プログラムは①計画の立案・課題
の決定、②保健室の管理・運営、③子どもに対
する救急処置、④個別の健康相談、⑤新採者自
身が設定した課題解決のための支援（研究含
む）、⑥保健指導・保健学習の実施、⑦組織活
動のすすめ方、⑧養護教諭としての一日の流れ、
⑨まとめと次年度への計画、⑩その他、の 10 段
階とした。その中には、研究や保健指導・保健学
習の準備・実施、健康相談に関する具体的な事
例検討などを含めるものとし、実践的な内容にし
た。今後は本プログラム実施に協力してくれる指
導員を募り、検証と改善を経て、さらに質の高い
プログラムを作成していく予定である。また、活用
時に用いるチェックリストの作成や研修時に使用
する記録用紙、評価表等も合わせて作成するこ
とで新規採用養護教諭研修の実施が体系的に
実施できるような提案をしていく。 
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